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研究成果の概要（和文）：地方都市郊外部での規制のみに留まらない誘導・事業方策に関して、優良田園

住宅促進法、戸建てコーポラティブ住宅開発手法、集落地域整備法を対象にして、合意形成型ローカルル

ールによるまちづくりデザイン手法を提案し、事業を進めていくプロセスにおける課題を指摘するととも

に、住民協議を支援する合意形成支援システムの開発を行い、実証実験によりその有効性を確認した。 

 

研究成果の概要（英文）：The objective of this study is to propose community design method for 

local city suburbs by the local rule with consensus building. We were made from the 

application area of the Quality Rural Residential Promotion law, development for 

residential area the suburbs by cooperative method, and farmland of agricultural developing 

area. We pointed out the subject about the process of advancing the enterprise, and develop 

and examine the applicability of a planning support system for accelerating consensus 

building among the citizen. Finally, we checked those validity. 
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１．研究開始当初の背景 

2000 年の都市計画法改正に伴い、地方自治

体は郊外部（線引き都市では市街化調整区域、

非線引き都市では用途地域指定外の白地地

域）の土地利用計画と開発コントロールを地

域の実情に合わせて推進することが求めら

れることとなった。また、2006 年には、大規

模集客施設の郊外立地を規制するいわゆる

まちづくり三法が改正された。しかし、地方

都市の現状では、郊外農地等の宅地化に対す

る地元要望は根強く、郊外の有効な土地利用

管理システムを持ち得ずして規制緩和の方

向性が示されることが多い。あわせて、市町

村合併が徐々に現実化していき都市の郊外
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化および広域化が確実に進展している。一方

では、コンパクトな都市づくりを将来ビジョ

ンとして掲げる地方自治体が増加している。

このことは一見相反する「郊外化と広域化の

現実」と「コンパクトな都市づくり」という

ビジョンの両者を具体の計画論としてまと

め上げることが課題となっている。つまり、

郊外部の開発コントロールをしながら住民

合意のもとで地域として良好な住環境へと

導く一連の計画支援技術が必要なのである。 

都市計画区域マスタープランや市町村マス

タープランでのビジョンはあるものの、地方

都市の郊外部においては、地域単位の明確な

都市像を持ち得ていないこと、目指すべき空

間を実現させる計画技術を展開するノウハ

ウが蓄積されていない。地方都市郊外部での

規制のみに留まらない誘導・事業方策を明確

に関連づけて総合的なまちづくりデザイン

手法を提示することが必要である 

 

２．研究の目的 

本研究では、郊外部の土地利用に関する課題

を解決する方策として３つの制度・事業手法

を対象にして、それぞれの有効性と課題を指

摘し、事業の進捗に会わせた技術的な支援手

法を提案することを目的とする。 

（１）優良田園住宅促進法による郊外住宅開

発地区を対象として、その基本方針、建設計

画から地域の実情と比較しながら、事業手法

の課題と有効性および田園居住の合意形成

プロセスを明らかにし、地域の空間的住環境

評価を行う。 

（２）戸建てコーポラティブ手法を活用した

住宅地整備事例を対象として、基本方針、開

発手法、合意形成プロセス、住環境、契約手

法について明らかにした上で、公共介在タイ

プと民間主導タイプの戸建てコーポラティ

ブ開発方式の比較を行い、事業実施内容およ

び住民満足度の違いを明らかにする。さらに、

地域住民による合意形成型ローカルルール

を基本とした誘導方策および事業手法の検

討を行う。 

（３）郊外部の地区計画制度（集落地域整備

法に基づく集落地区計画）の実施地区を対象

とし、都市計画と農業政策の両面を見据えた

制度の課題と有効性および田園居住の合意

形成プロセスを明らかにし、地域の住環境評

価を行う。また、地域住民による合意形成型

ローカルルールを法的に担保していく仕組

みとプロセスを検討する。 

（４）以上から導かれる成果を踏まえて、こ

れまでの研究で試験的に開発した空間イメ

ージ共有システムを用いて、事業実施の可能

性を探るための社会実験として住民参加に

よるワークショップを開催し、合意形成を果

たしながら地区単位の将来空間像の共有、ロ

ーカルルールの立案プロセスとまちづくり

デザイン手法を検討する。 

 

３．研究の方法 

（１）優良な田園住宅の誘導・促進および経

済的補助手法の検討 

優良田園住宅促進法（1998 年創設）では、 

市町村は都道府県知事と協議の上で基本方

針を定める。その上で優良田園住宅を建設し

ようとする事業者は、建設計画を作成し、市

町村の認定を受けることが必要となる。本研

究では、まず市町村の線引きの運用状況を整

理した上で、下記について検討する。①基本

方針と建設計画、および対象都市の基礎デー

タから、土地利用計画、建築計画に関する地

域の課題を抽出し、解消方策としての当該制

度運用の有効性と問題点を明らかにする。②

次に、事業実施前後の空間的住環境について、

実施図面、現地調査、行政ヒアリングにより

評価する。③さらに、事業実施による住環境



 

 

評価、および将来空間像の共有プロセスにつ

いて地域住民と行政へのアンケート調査を

行い明らかにする。           

（２）将来空間像を共有した住宅の建設手法

とローカルルール立案手法の検討 

戸建てコーポラティブ住宅開発実施地区

については、２つのアプローチから研究を進

める。①コーポラティブ方式による優良田園

住宅事業の実施地区（A タイプ）を対象とす

るものである。将来空間像の共有と合わせて

ローカルルールの合意形成手法について検

討し、事業スケジュールと事業契約フローを

明らかにする。②民間事業者が単独で戸建て

コーポラティブ住宅地開発を行っている事

例（B タイプ）を収集し、対象地区とする。 

まず、公的支援によって建設される Aタイ

プと経済的循環の中で供給される Bタイプの

比較を行う。具体的には、開発の空間的位置、

建設される住宅の市場価格、住民参加の手法、

協働のプロセス、および事業スケジュールと

事業契約フローである。次に、B タイプで民

間事業者のビジネスとしての取り組みを検

討し、普及させるための計画技術を提案する。 

（３）住民合意のローカルルールから制度的

担保手法の検討 

①集落地域整備法に基づく集落地区計画制

度は、制定後 20 年を経るが、制度適用実績

が 16 地域に止まっている。その為にまず優

良な田園居住を推進するための制度の課題

を明らかにする。②次に、集落地区計画地域

において、制度実施までの合意形成プロセス

を行政と地域住民のインタビュー及びアン

ケート調査により明らかにする。③以上から、

優良田園住宅促進法による事業実施または

戸建てコーポラティブ住宅開発の併用する

可能性を検証する。 

（４）計画支援技術・合意形成支援技術の提

案と適用と実験 

 以上までの研究成果を基に、実際の現場で

郊外部のまちづくりワークショップを開催

する。地区単位の将来空間像の共有とローカ

ルルールの立案から事業実施までの協議を

行い、制度論、事業論、合意形成プロセス論

から郊外部のまちづくりデザイン手法の検

証を行う。ワークショップでは、申請者らが

既に開発を進めている WebGIS 機能、CG アニ

メーション機能、VRML ベース機能（仮想空間

体験）を有した空間イメージ共有システム

（計画支援システムと合意形成支援システ

ム）を活用する。 

 

４．研究成果 

（１）優良田園住宅促進法 

 郊外部の土地利用コントロールを考慮し

た場合の本制度の有効性と課題を指摘した。

具体的には、基本方針において、促進区域や

開発規模等の設定により、一定の郊外部の開

発コントロールが可能であることが有効性

として指摘できる。しかし、その運用は各市

町村に任されており、市街化調整区域では、

地区計画制度との併用により開発許可を得

ているものの、現状では地区計画制度は開発

許可を得るため、優良田園住宅制度は農地転

用許可を得るための役割に止まっている点

においては課題といえよう。福井市、玉野市、

佐世保市ともに、市街化調整区域において優

良田園住宅制度と他の開発手法との整合性

が取れておらず、開発需要毎に土地の特性、

開発の規模に見合った制度を用いる傾向が

強い。市街化調整区域における今後の活用方

策について、基本方針は郊外部全域の住環境

整備の考え方を示すものとなり得ることか

ら、この位置付けを強め郊外部整備のガイド

ラインとして機能することが望ましい。 

（２）戸建てコーポラティブ住宅開発 

上位計画を策定し公的事業として実施す



 

 

る場合の公社の事業では、開発規模が大規模

であり、関連事業による補助金の活用によっ

て基盤整備や公園、コミュニティ施設の整備

が可能となっている。また、民間事業者の場

合は、リスクを回避するため小規模な開発を

連鎖的に行うことが多く、単独の地区ない施

設建設はほとんど見られないが、土地の共有

化によるコミュニティスペースを創出して

いる。さらに、民間事業者の事業においては、

組合結成時からの入居者の連携が保たれて

おり、事業完了後もコミュニティの維持がな

されている。 

（３）集落地域整備法 

集落地域整備法適用による事業実施によ

って、農用地の整備と宅地供給という、一定

の基盤整備ができているという点において

は、空間的評価はできる。しかし、種々の制

度的課題が、本来めざすべき集落地域のあり

方を変化させている。地権者は、もともと農

振白地であり未整備であった土地を、農地と

しての保全を保障する「農振農用地」と転用

可能性を持つ「協定農用地」、開発許容度の

高い「新規宅地」という段階的な土地利用調

整を図るための土地として認識しており、協

議開始から土地区画整理事業の事業実施ま

でに 10 年以上の長期間を要する現状では、

できるだけ早い農地転用をのぞむ地権者に

とって、新規宅地の意味がなくなってしまう。

新規宅地が完成する前に協定農用地の有効

期限が切れてしまい、協定農用地への住宅立

地となる。今後、同法の運用において、事業

期間の短縮を図るための施策を設けなけれ

ば、協定農用地が集落地域の抜け穴としてス

プロールの対象になることが予想される。ま

た、共管事業ではあるが、農政サイド・都市

サイドの共通の窓口を設け、行政担当者にと

っても事業関係者にとってもわかりやすい

を作り出さなければならない。農地保有の展

望のための、良好な営農条件の確保と田園居

住環境の創造という本来の集落地域整備法

の創設意義が薄れないための、さらなる制度

の見直しが必要である。 

（４）空間イメージ共有システム開発 

従来の景観まちづくりW S では，まち歩き

等によって抽出された課題と対策の整理ま

でに留まっていたが，「景観計画立案支援シ

ステム」を援用することにより，整理された

課題と対策を全グループで共有し，さらに各

グループが重要度の高い対策案を抽出する

ことで目標空間像を実現するための課題と

対策を明確にし，計画案を作成することがで

きた。その中で、模型を援用した議論では「鳥

の目」としてまちなみ全体をイメージした発

言が多く，V R 技術を援用した議論では「歩

行者の視点」として連続性，回遊性を意識し

た発言が多く見られ，それぞれの特性を活か

すことで幅広い意見の抽出が容易となった。 
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